
議会だより議会だより
輪　島　市

第76号
令和８年５月１日　発行

発行：輪島市議会　　編集：議会報編集委員会
輪島市二ツ屋町 2-29 　TEL0768-23-1182　 FAX0768-23-1180

・令和８年第１回臨時会
・令和８年第１回定例会
・市政を問う

……………………………
………………

９
12

・議案一覧と賛否
・復旧から、よりよいまちへ

【目次】
……………………
……………………

…………………………………

２
３
４

輪島小学校開校式　児童の言葉



２

令和８年第１回臨時会

　１月13日に令和８年第１回臨時会が開催されました。
　坂口市長から補正予算案１件が提出され、原案のとおり可決されました。
　この臨時会で審議されたテーマの１つが物価高騰対策です。
　市民１人当たり２万円の地域商品券を配布する「輪島市くらし応援商品券事業」や、
高校３年生までの子どもを対象に１人当たり２万円を支給する「物価高対応子育て応
援手当支給事業費」を実施し、家計の負担軽減や地域経済における好循環の創出に
取り組むことが決まりました。

━ 補正予算案１件を議決 ━

１月臨時会、２月定例会での質疑・質問の様子。計７名の

　輪島市では年4回、市議会を招集することが条例で決まっています。
　これを定例会といい、通常は３月、６月、9月、12月に開かれます。
　しかし、緊急の案件や今回の物価高対策のように定例会を待たず迅速
に執行すべき案件がある時は「臨時会」が招集されます。

「臨時会」ってなに？

森裕一議員 森正樹議員

坂本議員 下議員
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令和８年 第１回定例会

　２月３日から２月18日にかけて令和８年第１回定例会が開催されました。
　坂口市長から令和８年度当初予算案を含む議案53件が提出され、提出された議案
はいずれも原案のとおり承認または可決されました。
　令和８年度当初予算には、災害公営住宅の本格的な建設や市内小中学校の再編に
伴う学校整備などの大型事業のほか、より安心して暮らしやすいまちにするためのさ
まざまな予算が計上されています。当初予算の一部は裏表紙でも紹介しています。

━ 令和８年度当初予算案を審議 ━

議員が坂口市長をはじめとする執行部へ質問しました。

　原則、代表質問が45分、一般質問が20分です。代表質問は３人以上が
所属する会派が行えます。
　ちなみに、質問時間の長さは議員の申し合わせなどで決められてお
り、自治体によってさまざまです。

「議員の質問時間って決まっているの？」

鐙議員 椿原議員

門前議員 答弁する坂口市長
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市政を問う　代表質疑 (令和８年第１回臨時会) 

　　　商品券に決定した理由とその配布方
法、配布時期についてお示しください。

　　　物価の高騰が続く中、家計の負担軽減
と事業者を支援するため、本市では、市内で
利用することができる商品券を配布すること
といたしました。
　商品券とした理由につきましては、利用店
舗も多く幅広い品目を購入することができ、
市民の利便性が高まることや市内事業者の売
上増加が期待できることなどにより、選択い
たしました。
　次に、商品券の配布方法につきましては、
金券であることから、個人宛の宅配サービス
を利用し、手渡しで配布する予定であり、３
月１日からの利用開始にあわせて、２月下旬
に配布する予定であります。　　　　(市長)

　　　事業者への周知は速やかに行う必要が
あると思いますがどのように行うのでしょう
か。また、商品券が利用できる業種に制限を
行うのかお示しください。

　　　事業者への周知でありますが、令和４
年度のプレミアム付商品券の登録事業者に
は、加盟店の継続案内を送付し、新規の事業
者につきましては、本市の公式ＬＩＮＥや新
聞折込等を通じて周知し、加盟店を増やして
まいります。
　なお、商品券が利用できる業種に制限は行
いませんが、たばこのほか、切手、図書券、
ビール券等換金性の高いものや公共料金、税
金、医療費、介護保険サービス負担金などに
は利用できません。　　　　　　　　(市長)

物価高騰対策について

問

問

答

答

　　　事業内容の詳細をお示しください。

　　　これまで、門前町浦上の中屋地区、別
所谷町、稲舟町の３地区において国の防災集
団移転促進事業を活用した集団移転の実現に
ついて検討を行ってきたところであります。
　本事業では、移転先の用地取得や元々住ん
でいた場所の用地及び建物補償、事業計画の
策定などに要する費用の一部について国から
の支援を受けられるものであり、この度の補
正予算では、これらの地区において事業の実
施におおむね合意形成がされたことから、国
土交通大臣の同意に必要となる移転計画書の
作成に係る費用のほか、大臣同意後の速やか
な事業着手を図るため、元々住んでいた場所
の補償費の算出に係る費用などを計上してお
ります。
　今後は、それぞれの地区が円滑に移転し、
恒久的な住まいが確保できるよう、予算の確
保や事業の進捗に努めてまいりたいと考えて
おります。　　　　　　　　　　　　(市長)

防災集団移転促進事業について

問

答

動画で
チェック

輪政会

森 　 裕 一 議員

県道輪島富来線（別所谷方面）
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市政を問う　代表質問 (令和８年第１回定例会) 

　　　今後の財政運営の見通しをお示しくだ
さい。

　　　本市の一般会計の地方債残高は、令和
８年度末で約1,142億4,000万円を見込んでお
り、震災直後の令和５年度末と比較すると、
４倍以上、約859億円増加することになりま
す。今後もインフラや公共施設等の災害復旧
に加え、災害公営住宅の建設や輪島朝市の再
生などの大型事業も進展していくことから、
地方債残高は更に膨れ上がり、元金の償還が
本格的に始まる令和９年度以降は公債費が大
幅に増加する見込みとなっております。
　発災以降、国からの手厚い特別交付税措置
により、財政調整基金を取り崩すことなく復
旧復興に取り組むことができましたが、今後
は特別交付税の交付額も減少してくるなど財
政調整基金の取崩しが必要になってくるもの
と見込んでおります。
　今後も復興基金や能登創造的復興支援交付
金、また皆様方から御寄附いただいたふるさ
と納税などを最大限に活用するとともに、人
口規模を踏まえた公共施設等の最適化、減債
基金を活用した継続的な地方債の繰上償還の
実施等により、持続可能で健全な財政運営に
努めてまいります。　　　　　　　　(市長)

新年度予算編成について

災害発生土海面処分場について

問

答

　　　大幅な減額がされているが要因をお尋
ねいたします。

　　　通常年度末の補正予算につきまして
は、財源の補正を含めた事業費の精算を行っ
ております。
　今回の２月補正予算につきましても、例年
同様、事業費の精算を行っておりますが、一
般会計で約222億円の減額と、例年以上に大
きな規模となっております。
　その要因については様々ありますが、特に
インフラ等の災害復旧費では、予算の不足に

２月補正予算案について

問

答

より事業の実施に遅れが生じることのないよ
う、当初予算において概算見込みで非常に大
きい事業費を計上しておりましたが、執行状
況や国庫補助金等の決定額などを踏まえた結
果、多額の減額補正となったところでありま
す。　　　　　　　　　　　　　　　(市長)

　　　事業内容についてお示しください。

　　　本格的な災害復旧を進める上で災害発
生土砂の受入先が絶対的に不足しており、土
砂処分場の確保が喫緊の課題であることか
ら、公有水面の埋立てによる残土処分につい
て、国、石川県、市、地元関係者からなる輪
島港復旧・復興プラン検討会や、国、石川
県、市の３者からなる輪島港災害発生土処分
場設営協議会において検討を行い、「輪島港
復旧・復興プラン」の中で、輪島港内の公有
水面を活用した土砂処分場についておおむね
の位置や形状が位置付けられました。
　今後、輪島港災害発生土処分場設営協議会
において、事業手法や予算の確保、処分場の
詳細な面積や受入可能な土量などについて検
討や設計を行うこととしておりますが、事業
の実施に当たっては、地先漁業権者や漁業者
の理解を得ることが大前提であり、最も重要
なプロセスであると考えておりますことか
ら、関係者への丁寧な説明に努めてまいりま
す。　　　　　　　　　　　　　　　(市長)

問

答

【他の質問項目】

・朝市周辺再生プロジェクトについて
・輪島塗世界ブランド化事業について
・インフラの復旧について
・災害公営住宅について
・国民健康保険について
・防災集団移転促進事業について
・届出避難所登録事業について
・学校体育館の空調設備の整備について
・保育所について
・輪島消防各分署について

動画で
チェック

輪政会

森 　 正 樹 議員
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【他の質問項目】
・復興チャレンジ新規出店応援事業について
・宿泊施設について
・災害廃棄物仮置き場について
・二期目へ向けての抱負について

問

新会派至誠

坂 本 賢 治 議員

市政を問う　代表質問 (令和８年第１回定例会) 

　　　この事業は今年度から３か年計画で行
う事業ですが、輪島塗を将来にわたって継承
していくためには、後継者の育成は欠かせな
いものです。２月１日には、官・民・産地共
同プロジェクトで「輪島塗復興フォーラム」
が開催されました。この会合において、塗師
屋と言われる企業の代表者が少ないように思
いました。後継者育成は漆器業界の最大の課
題だと思いますが、輪島塗業界の代表の方々
も世界ブランド化推進事業の検討委員会に参
加していると思うので、様々な会合に出席し
て若手漆芸家や職人さん方の話を聞く必要が
あろうかと思います。機会を捉えて担当課で
も積極的な対応を促してほしいと思います
が、今後の対応について伺います。

　　　輪島塗復興フォーラムは、経済産業省
や文化庁、北國新聞社、読売新聞社、日本政
策投資銀行による協力の下、石川県と輪島
市、漆器組合といった地元が中心となって進
める、官・民・産地の連携による若手人材育
成プロジェクトの一環で開催されたものであ
り、塗師屋の方々を始めとした漆器関係者は
もとより、定員50人を大きく上回る70人以
上の参加者が集いました。
　この若手人材育成プロジェクトと輪島塗世
界ブランド化推進事業とは、共通する課題や
取組が数多くあり、連携しながら事業を進め
ているところであります。
　また、事業に参画している方々は皆、大変
熱心に取り組んでおり、今後についても、年
齢や職種を問わず、やる気のある方に対し
て、広く参加を呼びかける予定であります。
　これらの事業は、いずれも漆器業界が一丸
となって取り組まなければ実現できないもの
であり、輪島塗の未来に対して、各々が自分
自身のこととして考え、事業に参加できるよ
うな雰囲気づくりを大切に、今後も官・民・
産地が連携し、取り組んでまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　(市長)

輪島塗世界ブランド化事業について

　　　令和６年末に移住した２組の若者がい
たり、今年度末にも移住を希望する方がいま
す。能登半島地震から２年たちましたが、輪
島の住環境は決して良くなっておらず、それ
でも復興の力になりたいと移住を希望する人
がいるなら、輪島市として、移住希望者に対
して、ワンストップで住まいや仕事の斡旋ま
で専用の窓口が必要だと考えます。担当課の
職員が通常業務で多忙というなら、移住者や
移住希望者の中から地域おこし協力隊として
採用すると、移住者目線での対応がより効果
を出すかも知れません。今後の対応について
伺います。

　　　震災前には、ワンストップ窓口とし
て、移住定住支援室を設置するとともに、地
域おこし協力隊１名を採用し、新たな支援制
度の創設や輪島駅ふらっと訪夢における移住
サロンの開設、空き家データベースの活用な
ど、移住定住に関する取組を推進しておりま
したが、能登半島地震の発生により、採用し
た地域おこし協力隊が離職した経緯がありま
す。
　しかしながら、移住定住の促進につきまし
ては、今後、本市が震災からの復興を目指す
上で、人口の減少を抑制するために欠かすこ
とのできない重要な施策であると捉えてお
り、今後、復旧復興の状況に応じて、地域お
こし協力隊の採用も含めた、移住者の受け皿
や支援態勢の再整備を図りたいと考えており
ます。　　　　　　　　　　　　(建設部長)

移住定住促進事業について

問

答

動画で
チェック

答
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市政を問う　一般質問 (令和８年第１回定例会) 

【他の質問項目】

・被災者見守り・相談支援事業について
・国保税について
・精神障害者への医療費助成について
・農林水産の復興について

【他の質問項目】
・被災者コーディネート事業について

　　　災害の記録・記憶の伝承の取組につい
て伺います。

　　　被災した建物の状況や当時の避難行
動、そして復旧に至るプロセスを正確に記録
し、後世に伝えていくことは、非常に重要な
意義を持つものと認識しており、現在、災害
対応の検証として災害で得た教訓や対応のポ
イントなどを記載した災害対応検証報告書を
取りまとめています。
　物理的なインフラの応急復旧に区切りがつ
きつつある今、これまでの被災地の事例も参
考にしながら、本市にふさわしい災害の記
録・伝承のあり方について、しかるべき時期
に検討を開始してまいりたいと考えておりま
す。　　　　　　　　　　　(企画振興部長)

災害の記録・記憶の伝承の取組について

問

答

　　　今後「災害ケースマネジメント」体制
の構築と生活再建に向けた継続的支援が必要
だと思いますが、現在輪島市で行っている被
災者見守り・相談支援事業の対象や実施形態
など、その取組内容について伺います。

　　　被災者見守り・相談支援等事業は、仮
設住宅だけでなく、自宅等にお住まいの方を
含めた全市民を対象としており、世帯状況に
合わせて訪問頻度を設定の上、その状況把握
に努めております。この取組により把握した
様々な課題は、関係部署、関係機関で組織す
る「支え合いセンター」が開催する定例会に
おいて情報共有し、対応方針について協議を
行っております。時間の経過とともに、被災
者が抱える課題も変化することから、今後も
被災者支援の根幹をなす本事業を継続してま
いりたいと考えております。　　　　 (市長)

問

答

　　　制服や体操服などのリユース、教材・
学用品を学校備品として整備できないか伺い
ます。

　　　制服や体操服などのリユースにつきま
しては、各学校において既に取り組んでおり
ます。
　教材や学用品の学校備品の整備につきまし
ては、全ての教材や学用品で対応することは
難しいものの、学校ごとで算数セットなど教
材等の一部については学校備品として購入の
上、児童に貸し出すなどの取組を行っており
ます。　　　　　　　　　　(教育総務課長)

教育費の負担軽減について

問

答

　　　加齢性難聴に対する補聴器の購入費助
成を行うことができないか伺います。

　　　本市では、「保険者機能強化推進交付
金」と「介護保険保険者努力支援交付金」を活
用し、要介護の一歩手前の高齢者等を対象と
して通所や訪問などの施策を実施するほか、
認知症の総合的支援を推進する取組の１つと
して、補聴器相談会を始めとする難聴者への
対策を講じております。
　加齢性難聴の方に対する補聴器購入支援の
取組につきましては、石川県の動向にも注視
しながら検討してまいります。
　　　　　　　　　　　　　(健康福祉部長)

問

答

動画で
チェック

新政会

下 　 善 裕 議員

動画で
チェック

被災者見守り・相談支援等事業

日本共産党

鐙 　 史 朗 議員

加齢性難聴に対する補聴器の購入
助成について
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新政会

椿 原 正 洋 議員

本ページは、質問者本人の原稿を尊重して掲載しています。

市政を問う　一般質問 (令和８年第１回定例会) 

「住まい」と「働くこと」への対策
について

　　　住まいの再建状況等をお示しくださ
い。

　　　応急仮設住宅の入居者に対し住まいの
再建状況について、石川県が調査を実施して
おります。
　本市に係る入居者約3,400世帯に調査票を
送付し、約1,800件について集計を終えてお
りますが、自宅の再建を予定されている世帯
が約５割、災害公営住宅を含む公営住宅への
入居を希望されている世帯が約４割、民間賃
貸住宅への入居を希望されている世帯が１割
弱、その他再建方法をまだ迷われている、未
回答などの世帯が１割強という結果になって
おります。　　　　　　　　　　　　(市長)

　　　終のすみかが見つかるまで、仮設住宅
や工房の使用延長を認めてはどうですか。

　　　応急仮設住宅の当初の入居期間は２年
間でありましたが、住宅を解体し、本市が整
備する災害公営住宅への入居を希望する場合
や住宅の修理や建設に相当の期間を要する場
合には、入居期間の延長が認められることと
なっております。
　ただし、延長の期間は国において１年を限
度として認められることとなっており、入居
期間の期限を迎えるごとに再建状況を確認し
た上で延長の更新を行うこととなります。
　仮設工房と仮設店舗につきましては、独立
行政法人中小企業基盤整備機構の仮設施設整
備支援事業を活用して整備しており、その入
居期間は、仮設工房が２年６か月、仮設店舗
は３年間としておりますが、その期間の延長
について現在要望しているところでありま
す。　　　　　　　　　　　　　　　(市長)

問

問

答

答

【他の質問項目】
・教育について
・人材確保について
・輪島塗の振興等について

長期避難等解除後の一部損壊・準
半壊世帯の対応について

　　　発災から２年経過し、家屋の損壊が進
行しているが、再度のり災調査または一律半
壊認定が必要ではないか伺います。

　　　長期避難世帯に認定された方は、数年
間にわたり被災家屋の管理を行うことが困難
なため、発災時とは異なる被災状況となるこ
とが考えられます。そのため、長期避難解除
後に再度の調査を希望される特段の事情があ
る場合には、必要に応じて対応してまいりま
す。なお、長期避難世帯の認定期間中は、全
壊と同様の被災者生活再建支援金を始めとす
る各種支援を受けることができます。(市長)

　　　実際に元の場所で暮らすには住宅の修
復と併せて、通院の足の確保、介護サービス
の利用、移動販売車の運行等必要と思われる
が考慮した上で期限を定めているか伺いま
す。

　　　応急仮設住宅の入居期間は入居者の再
建状況に応じて、延長が認められることと
なっております。
　また、自宅までの道路復旧状況によっては
緊急車両の通行が困難である場合に、その方
が単身の高齢者である、又は重い病気である
などの理由により延長が認められる場合があ
りますので、長期避難世帯の認定解除後で
あっても、個別具体的な状況を踏まえた上で
国と協議してまいります。　　　　　(市長)
　

問

問

答

答

【他の質問項目】
・復興公営住宅について

動画で
チェック

新会派至誠

門 前 　 徹 議員

動画で
チェック
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　４月から、中央地区には輪島小学校、東部地区には東陽小中学校、西
部地区には門前学園が開校しました。地震と豪雨の爪痕は依然として大き
いものの、新しい児童・生徒には楽しく、夢のある学校生活を送ってほしい
と願っています。
　さて、昨年末には輪島市災害公営住宅の整備計画が発表されました。入
居開始予定は令和 10 年３月中です。１日も早く希望者全員が入居できるよ
う、市議会としても取り組んでまいります。　　　　　　　　　　　（委員長）

編集後記編集後記編集後記 議会報編集委員会
委 員 長
副委員長
委　　員

森　　裕一
古坂　祐介
下　　善裕
東野　秀人
門前　　徹
鐙　　史朗
大井　智道

　令和８年度予算には復旧・復興のほかに皆さんがより安心して暮らせるまちにす
るための取組が含まれています。

復旧から、よりよいまちへ

各事業の詳細は輪島市ホームページなどでご確認ください

避難所開設セットの整備
指定避難所等を開設する際の備品を整備お

よび拡充（指定避難所等機能強化事業費全

体として180万円を計上）

届出避難所登録事業

町内会や自主防災組織等が自主的に開設す

る避難所として登録された届出避難所に対

し物資を供与（届出避難所登録事業費とし

て570万円を計上）

不妊治療の交通費助成
不妊治療の通院にかかる交通費の一部を助

成（妊産婦交通費等支援事業費全体として

577万円を計上）

ポケモン・ウィズ・ユー財団
との連携

ポケモンの世界観を体感できるのと里山空

港へのリニューアル（2026年夏頃予定）に

要する負担金


